Die elterliche Sorge bei Scheidung by Jinno, Reisei

















































広島法科大学院論集　第 17 号（2021 年）－ 47
るための子の権利が定期的に行使できることを確保すること」とされる。
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なる。別居後も共同親権を維持するとしても，父母は多くのことを争うこと














（５） 　ちなみに，2016 年において民法 1671 条に基づいて単独親権を求める申立てがなされ
た件数は，離婚手続全体の約２パーセントにすぎない。この内，親権者を母とするも
のが約 70 パーセント，父とするものが約８パーセントあり，残りの 20 パーセントに
おいては父母の共同親権が維持されている。結果として，離婚手続の 98 パーセント弱
において共同親権が維持されており，共同親権は離婚後においても事実上通常の形態
となっている（Dethloff, Familienrecht, 32.Aufl. München, S. 434）。なお，この内訳の割
合は，2019 年においてもほぼ同様である（ドイツ連邦統計局 HP）。
（６） 　KG, Beschluss vom 24. 7. 2017, FamRZ 2018, S. 502; OLG Frankfurt a. M., Beschluss vom 
18. 4. 2019, FamRZ 2019, S. 1244; OLG Rostock, Beschluss vom 10. 12. 2018, FamRZ 2020, 
S. 102
（７） 　BGH, Beschluss vom 3. 5. 2017, FamRZ 2017, S. 1057; OLG Frankfurt a. M., Beschluss vom 
4. 9. 2015, FamRZ 2016, S. 834; OLG Jena, Beschluss vom 7. 3. 2016, FamRZ 2016, S. 1175





















（９） 　OLG Frankfurt a. M., Beschluss vom 21. 7. 2016, FamRZ 2016, S. 1595; KG, Beschluss vom 
29. 7. 2016, FamRZ 2016, S. 2111
（10） 　OLG Karlsruhe, Beschluss vom 28. 3. 2019, FamRZ 2019, S. 1697; OLG Stuttgart, Beschluss 
vom 24. 2. 2016, FamRZ 2016, S. 1378
（11） 　OLG Oldenburg, Beschluss vom 24. 5. 2018, FamRZ 2018, S. 1517
（12） 　このようにして共同親権に修正が加えられることで，父母にとっては使いやすく受
け入れやすいものとなっており，その結果，後述の民法 1671 条による申立ては極めて
紛争性の高いケースに限られることになるとされる（Gernhuber / Coesert-Waltjen, 
Familienrecht, 7.Aufl. München, S. 748）。
（13） 　この分類一覧表は，Schnitzler / Lang, Münchener Anwalts Handbuch Familienrecht, 5.Aufl. 
München, S. 87 による。
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（23） 　なお，民法 1626 条ａに基づいて母の単独親権である場合，本規定は適用されない。
この場合，父は，家庭裁判所に対して，民法 1671 条２項に基づいて単独親権を付与す
ることを申し立てなければならない。
























（24） 　民法 1671 条をめぐる裁判例を分析するものとして，稲垣朋子「離婚後の父母の共同
監護について̶̶ ドイツ法を手がかりに（1）（２・完）」国際公共政策研究 16 巻１号（2011
年）243 頁以下，16 巻２号（2012 年）135 頁以下参照。
























（26） 　BGH, a.a.O.(注 25), FamRZ 2020, S. 252 Rn. 19
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（31） 　BGH, a.a.O.(注 30), FamRZ 2016, S. 1439 Rn. 13
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1439 Rn. 23
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（35） 　OLG Düsseldorf, Beschluss vom 7. 12. 2017, FamRZ 2018, S. 693; OLG Koblenz, Beschluss 
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５　民法 1628条（同意ができない場合の決定権の付与）との関係
　父母の一方が部分的な単独親権を得ようとして父母間に争いがある場合，
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FamRZ 2018, S. 593























（40） 　BGH, Beschluss vom 1. 2. 2017, FamRZ 2017, S. 532 Rn. 15ff; BGH, Beschluss vom 27. 11. 
2019, FamRZ 2020, S. 255 Rn. 19ff; 反対するものとして，OLG Nürnberg, Beschluss vom 8. 


























（41） 　最近のものとして，OLG Jena, Beschluss von 12. 9. 2016, FamRZ 2016, S. 2126
（42） 　BGH, a.a.O.(注 40), FamRZ 2017, S. 532
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民法 1666 条の手続の競合が生じうる。その場合は，民法 1666 条による子の
危険の回避が優先する。すなわち，民法 1671 条による申立ては，親権が他の
規定（とりわけ，民法 1666 条）によって異なる方法で規制されている場合は，
許可されない（民法 1671 条４項）。もっとも，民法 1666 条は，民法 1671 条
に基づく決定の可能性を完全に排除するわけではない。民法 1671 条による申

































































（47） 　BT-Drucks. 13/4899, S. 63









扶養法（特集＝家族法改正研究会最終報告）」戸籍時報 750 号（2017 年）20 頁以下な
ど参照。
